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Ⅰ．はじめに

我が国の社会環境は、少子高齢化の進展、家族形態の変
容や働き方の多様化等大きく変化してきている１）。さらに、
病気でありながらも「自分らしく生活したい」「住み慣れ
た地域で生を全うしたい」と願う療養者の増加２）に加え、在
宅で医療・看護を持続的に行うための高度な医学的管理
技術の進展、情報通信機器（ICT）の発展に伴い、これら
の技術を医療に応用した遠隔医療の発展が在宅医療にお
いても期待されている３）。

遠隔医療の取り組みは、1990年代から遠隔医療の実施に
ついて法的に適切か否かの議論が行われ始め、1997年に厚
労省から発令された「情報通信機器を用いた診療（いわゆ
る「遠隔医療」）について」（健政発第1075号）の通知の
元、医師と患者が直接対面による診療を基本としながら、
その対面診療の補完するものとして行うべきものである
との解釈に応じ実践されてきた現状がある４）。

遠隔医療は、日本遠隔医療学会の定義において、「情報
通信機器を活用した通信技術を活用した健康増進、医療、
介護に資する行為」４）とされており、遠隔医療を大別する
と専門医師が他の医師の診療を支援するDoctor to Doctor
（D to D）と医師が遠隔地の患者を診療するDoctor to
Patient （D to P）に大別される５）。D to Dの代表的な例は、
遠隔放射線画像診断や遠隔術中迅速病理診断であり、D to
Pは、在宅や介護施設などで療養する患者にテレビ電話な
どを介して診療するもの５）とされている。また、生体情報

のモニタリング機器との組み合わせに加え、TV電話装置
を患者宅に設置または訪問看護師による患者宅への搬入
などを活用し、医師が遠方から病状を把握し、服薬調整等、
簡単な処置を患者宅にいる看護師に指導するDoctor to
Nurse （D to N）の形態も報告されている５）。さらに、2000
年代からは、一般電話やテレビ電話を利用して、医師との
連携のもと、遠隔地の看護師が在宅療養者の健康状態をモ
ニタリングし、療養管理や保健指導を行う遠隔看護（テレ
ナーシング）のシステム開発や実践６）も報告されるなど、看
護領域での活用も始まった。

このような中、2017年に策定された「情報通信機器
（ICT）を利用した死亡診断等ガイドライン」７）では、終
末期の際の対応について、医師と看護師の十分な連携が取
れており、患者や家族の同意があるなどの一定の条件下の
もと、情報通信機器（ICT）を利用した死亡診断等が認め
られた。これに伴い、医師による遠隔での死亡診断に必要
な情報を、法医学等に関する一定の教育を受けた看護師
が、情報通信機器（ICT）を用いて報告することが可能と
なること等が明記され、遠隔医療における新たな看護師の
役割が示された。また、患者の診察及び診断を行い診断結
果の伝達や処方等の診療行為を行うオンライン診療の重
要性も認められ、2018年策定の「オンライン診療の適切な
実施に関する指針」８）においては、情報通信機器（ICT）を
活用した健康増進、医療に関する行為を「遠隔医療」と定
義し、オンライン診療を行う前の診療計画の作成や研修受
講の必須化を定めること、オンライン診療、オンライン受
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急速に発展している在宅看護における遠隔医療の有効性と課題に関して内容を整理し、今後の遠隔医療にお
ける教育的基礎資料とすることを目的に、「在宅看護」「訪問看護」「遠隔医療」のキーワードから抽出した18
件の文献を対象に文献検討を実施した。結果、有効性として【療養者の生活に合わせた効果的な情報共有】【ICT
を活用した総合的な業務支援システムの構築】【多職種連携の効率化がもたらす安心感】などの7カテゴリ、18
サブカテゴリが抽出された。課題として【使用者の目的に合わせたシステム化と利便性】【療養者や多機関と
連携した在宅医療ケアシステムの構築】【システム活用における安全管理】などの5カテゴリ、11サブカテゴリ
が抽出された。以上のことから、在宅看護における遠隔医療に対し、実践者へ向けた教育や地域の多職種で連
携できるシステムの活用方法に加え、遠隔医療における安全管理や幅広い看護の視点を実践者へ教授していく
必要がある。
（キーワード）在宅看護、訪問看護、遠隔医療、文献検討
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診勧奨、遠隔健康医療相談で実施可能な行為などが具体的
に明記され８）、診療報酬上にも「オンライン診察料」が新
設された５）。さらに、新型コロナウイルス感染症の感染拡
大防止策として2020年度の診療報酬改定におけるオンラ
イン診療の要件緩和に加え、電話や情報通信機器（ICT）を
用いた診療等の臨時的・特例的な取扱いが認められる９）な
ど、在宅医療における遠隔医療は急速に展開している。

そこで、これらの急激な変化に伴い、在宅医療を支える
在宅看護領域においても、情報通信機器（ICT）を活用し
た遠隔医療の理解は重要であると考えた。本研究では在宅
看護における遠隔医療の有効性と課題に関して内容を整
理し、今後の看護教育での教育的基礎資料とすることを目
的とした。

Ⅱ. 用語の定義

本 研 究 に お い て 、遠 隔 医 療 （Telemedicine and
Telecare）とは、通信技術を活用した健康増進、医療、介
護に資する行為４）と定義する。

Ⅲ．研究方法

1．研究期間
2020年8月～2021年3月

2．研究対象
2010～2020年に発行された文献のうち、医中誌Web、

CiNii articles、Medical Onlineの文献情報データベースを
用いて、「在宅看護」「訪問看護」「遠隔医療」をキーワ
ードとしたAND検索を行い、会議録を除き抽出された原
著論文61件中、重複や関連性のない論文を除外した18件の
文献を分析の対象とした。
3．分析方法

抽出された文献を精読し、年次的推移、研究目的、結果
を整理した。次に、それらを研究内容の共通性・類似性に
基づき分類し、在宅看護における遠隔医療の有効性および
課題の記述部分をデータとし抽出後、コード化した。さら
にこれらの抽出したコードを同じ意味内容ごとに整理し、
共通して見出される意味を表すサブカテゴリ名、カテゴリ
名を付してカテゴリ化を実施した。
4．倫理的配慮

対象論文の結果が示す数値や用語は意味を損ねないよ
うに忠実に記載し、著者の記述と明確に分け、出典や引用
内容を正確に記述するようにした。収集した文献は出所を
明示し、著作権の侵害がないように配慮した。また、本研
究による利益相反は発生しない。

Ⅳ．結果

1．文献の発行年ごとの推移
発行年ごとの年次推移は、2010～2016年では年間0～3件

で推移し、2017年では5件と最も多く、2018～2020年では0
～2件であった（図1）。

2．文献の内容別分類
対象とした18件の文献の内容を共通性・類似性に基づ

き分類した結果、【ICTを活用した情報共有支援システム
の構築】に関連する文献が9件、【ICTを活用した訪問看護
業務システムの構築】に関連する内容が5件、【テレナーシ
ングシステムの効果】に関連する内容が2件、【訪問看護に
おけるPOCT（臨床現場即時検査）の導入上の課題】に関
連する内容が1件、【ICT機器の活用状況の実態把握】に関
連する内容が1件であった（表1～5）。
3．在宅看護における遠隔医療の有効性に関する内容分析

対象とした18件の文献を精読し、在宅看護における遠隔
医療の有効性に関する記述を分析した結果、80コードが抽
出され、【療養者の生活に合わせた効果的な情報共有】
【ICTを活用した総合的な業務支援システムの構築】【多
職種連携の効率化がもたらす安心感】【療養者と家族の安
心感と自己決定を支える手段】【さらなる知識習得への教
育的効果とエンパワーメントの向上】【在宅医療の質の向
上】【効果的な地域包括ケアシステムの実現】の7カテゴリ、
18サブカテゴリに分類された（表6）。

以下、文中においてカテゴリは【 】、サブカテゴリは〔 〕、
コードは＜ ＞として表記する。
1） 療養者の生活に合わせた効果的な情報共有

【療養者の生活に合わせた効果的な情報共有】とは、療
養者の生活や体調変化に合わせた効果的な情報共有にお
いて有効であり、〔療養者の生活に合わせた情報共有〕〔双
方向でのコミュニケーション〕〔療養者と医療職をつなげ
る手段〕〔リアルタイムでの情報共有〕〔緊急時や災害時
の情報連絡〕で構成された。その内容として、＜療養者の
生活に合わせた内服薬のセッティングや服薬の自己管理

丸山　純子・大島　由美・栗本　一美
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図１．発行年ごとの年次推移
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表１．ICTを活用した情報共有支援システムの構築（n=9）



― 80 ―

丸山　純子・大島　由美・栗本　一美

表２．ICTを活用した訪問看護業務システムの構築（n=5）

表３．テレナーシングシステムの効果（n=2）

表４．訪問看護におけるPOCT(臨床現場即時検査)の導入上の課題（n=1）
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を促す内容が共有されている＞＜患者家族、訪問看護師と
のface to faceでのコミュニケーションが可能＞＜iPadさ
えあれば主治医にすぐ連絡が取れる＞＜日々の体調の変
化を医療スタッフにリアルタイムで伝えられる電子ノー
トは有効＞＜システムの活用は神経難病患者の在宅療養
の促進、緊急時や災害時の情報連絡につながる＞等の記述
があった。
2） ICTを活用した総合的な業務支援システムの構築

【ICTを活用した総合的な業務支援システムの構築】と
は、ICTの活用が、書類作成やスケジュール管理などの業
務システムの構築において有効であり、〔ICTを活用した
連携や情報共有〕〔業務支援に関する総合的なシステムの
構築〕で構成された。その内容として、＜連携や報告、ス
ケジュールの調整など多岐にわたってICT機器が活用さ
れている＞＜訪問時入力や請求業務を支援する介護給
付・療養費請求書類作成などの総合的なシステムが構築
できた＞等の記述があった。
3） 多職種連携の効率化がもたらす安心感

【多職種連携の効率化がもたらす安心感】とは、医療機
関や療養者支援機関等、多職種間での連携の効率化とそれ
がもたらす安心感において有効であり、〔多職種連携の効
率化〕〔多職種間での情報共有における安心感〕で構成さ
れた。その内容として、＜システムにより患者家族、医療
機関、療養支援者間の情報を随時共有し、在宅療養を円滑
に行うことが可能＞＜多職種には訪問前に療養者の健康
情報を把握できる安心感をもたらした＞等の記述があっ
た。
4） 療養者と家族の安心感と自己決定を支える手段

【療養者と家族の安心感と自己決定を支える手段】と
は、療養者と家族の安心感と自己決定を支える手段におい
て有効であり、〔療養者の安心感の向上〕〔療養者と家族
の負担軽減〕〔療養者の自己決定を支える手段〕で構成さ
れた。その内容として、＜療養者には日々の状態をいつで
も伝えられる安心感をもたらした＞＜患者の不要な医療
機関の受診を減らすことが可能＞＜意思疎通が難しい療
養者にとって、電子連絡ノートは自己決定を支える手段＞
等の記述があった。

5） さらなる知識習得への教育的効果とエンパワーメント
の向上

【さらなる知識習得への教育的効果とエンパワーメン
トの向上】とは、新たな知識習得などの教育的効果やケア
に対する意欲の促進といったエンパワーメントの向上に
おいて有効であり、〔さらなる知識習得への教育的効果〕
〔ケア方法の確認〕〔訪問看護師のエンパワーメントの向
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表５．ICT機器の活用状況の実態把握（n=1）

表６．在宅看護における遠隔医療の有効性 （n=80）



上〕で構成された。その内容として、＜訪問看護師が、さ
らなる知識を習得したいという意識の高まりへとつなが
った＞＜ベテラン訪問看護師がケア手順と合わせてケア
の意図も（共有画面に）コメントとして記載することで、ベ
テラン看護師の視点を新人看護師が認識できる＞＜テレ
ナーシングは褥瘡ケアに関して訪問看護師のエンパワー
メントに寄与した＞等の記述があった。
6） 在宅医療の質の向上

【在宅医療の質の向上】とは、ヒューマンエラーの予防
といった在宅医療の質の向上において有効であり、〔在宅
医療の質の向上〕で構成された。その内容として、＜円滑
でより質の高いサービスの提供ができる＞＜手順をマニ
ュアル化することでヒューマンエラーや不適切な廃棄、紛
失を防ぐことができる＞等の記述があった。
7） 効果的な地域包括ケアシステムの実現

【効果的な地域包括ケアシステムの実現】とは、効果的
な地域包括ケアシステムの実現において有効であり、〔地
域包括ケアシステムの実現〕〔医療費削減への寄与〕で構
成された。その内容として、＜テレナーシングの推進は、医
療機関と在宅ケアの連携を強化し、地域包括ケアの実現に
つながる＞＜遠隔看護コンサルテーションは将来の医療
費削減につながる可能性がある＞等の記述があった。
4．在宅看護における遠隔医療の課題に関する内容分析

対象とした18件の文献を精読し、在宅看護における遠隔
医療の課題に関する記述を分析した結果、43コードが抽出
され、【使用者の目的に合わせたシステム化と利便性】【療

養者や多機関と連携した在宅医療ケアシステムの構築】
【システム活用における安全管理】【効果的な活用方法の
検討】【経済的な負担】の5カテゴリ、11サブカテゴリが抽
出された（表7）。
1） 使用者の目的に合わせたシステム化と利便性

【使用者の目的に合わせたシステム化と利便性】とは、
専門用語である医療用語の登録など使用者の目的に合わ
せたシステム設計の必要性やその利便性において課題が
あり、〔使用者の目的に合わせたシステム化〕〔生体モニ
タリング機器の早急な開発〕〔情報入力にかかる負担〕で
構成された。その内容として、＜医療用語の登録や
Bluetooth（近距離無線通信技術）を活用し、使用者の利便
性の向上を図ることが必要＞＜オンラインの生体モニタ
リング機器は、在宅用に使える機器の国内開発が進んでい
ない＞＜情報入力にかかる時間的負担が今後の課題＞等
の記述があった。
2） 養者や多機関と連携した在宅医療ケアシステムの構築

【療養者や多機関と連携した在宅医療ケアシステムの
構築】とは、自治体や医療施設、介護施設などで一貫性の
ないシステムを使用している現状や地域の在宅医療ケア
システム全体において課題があり、〔在宅医療ケアシステ
ムの構築〕〔他施設との連携〕〔療養者のコミュニケーシ
ョン機器との連動〕で構成された。その内容として、＜地
域医療連携ネットワークへのシステム活用についても、小
規模事業所が参入しやすいシステムの構築が必要＞＜在
宅難病患者は多様な診療・看護・介護を受けているが、そ
れらの記録は紙媒体が多い上、横の連携がないため一貫性
のある診療や看護につながっていない＞＜療養者のコミ
ュニケーション機器との連動が課題＞等の記述があった。
3） システム活用における安全管理

【システム活用における安全管理】とは、守秘義務など
の安全管理の検討の必要性やその教育支援において課題
があり、〔システムの安全管理の検討〕〔守秘義務や安全
管理に関する教育支援〕で構成された。その内容として、＜
システムの安全管理、盗難、不正利用の防止、守秘義務と
規定について検討が必要＞＜医療スタッフに対する守秘
義務と違反時の罰則に関する規定などの定期的な教育訓
練が必要＞等の記述があった。
4） 効果的な活用方法の検討

【効果的な活用方法の検討】とは、実用化に向けた効果
的な活用方法の検討や緊急時において課題があり、〔効果
的な活用方法の検討〕〔緊急時の判断〕で構成された。そ
の内容として、＜動画作成・再生機能・ケア手順書作成の
指針となるガイドラインが必要＞＜タイムリーな情報共
有、緊急性の判断などに課題＞等の記述があった。
5） 経済的な負担

【経済的な負担】とは、遠隔医療の導入や推進時におけ
る経済的負担といった課題があり、〔経済的な負担〕で構
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成された。その内容として、＜ICT導入を推進するにあた
って資金的な援助が必要＞等の記述があった。

Ⅴ．考察

在宅看護における遠隔医療の有効性と課題に関する内
容を分析した結果から、今後の在宅看護における遠隔医療
について以下のとおり考察した。
1．文献の発行年と遠隔医療に関する制度との関連

対象文献の発行年ごとの推移は，2010～2016年、2018～
2020年では年間0～3件で推移し、2017年では5件発行され
ていた。

「情報通信機器を用いた診療の経緯」によると、医師又
は歯科医師と患者が直接対面による診療を基本とする無
診察診療の禁止（1948年、医師法第20条）の下、1997年に
「遠隔診療は、あくまで直接の対面診療の補完であるが、
直接の対面診療に代替し得る程度の患者の心身の状況に
関する有用な情報が得られる場合、遠隔診療は直ちに医師
法第20条等に抵触しない」との解釈が行われ、それ以降、遠
隔医療に関する医師法上の長期の議論が行われた10）。その
後、検討を繰り返し2015年の厚生労働省からの事務連絡
「情報通信機器を用いた診療（いわゆる「遠隔診療」）に
ついて」によって、遠隔診療の適用地域に制約がないこと
など遠隔医療における情報通信機器を用いた診療の明確
化がされている４）。

また、2018年の在宅酸素療法遠隔モニタリング加算の創
設、2020年度のオンライン診療の要件緩和などの診療報酬
改定にみられるように、わが国での遠隔医療を普及する条
件が整備されてきた現状がある５）11）。在宅看護の領域にお
いても、在宅療養を続ける慢性疾患高齢者において、情報
通信器機の使用が生活環境や生活特性をふまえた具体的
な診療手段として役立ち、看護を提供するツールとして活
用していける発展性が示されており11）、今後、看護領域に
おいても通信機器を用いた研究が増加していくことが考
えられる。
2．在宅看護における遠隔医療に関連した研究の多様性

本研究の結果、在宅看護における遠隔医療に関連した研
究には、ICTを活用した情報共有支援システムの構築に関
する文献が9件、訪問看護業務システムの構築といった業
務システムに関連するものが5件と多かったが、その他、テ
レナーシングシステム、訪問看護による導入の課題など看
護実践に関するもの、ICT機器の活用状況の実態把握など
幅広い内容であった。

遠隔医療とは，通信技術を活用した健康増進、医療、介
護に資する行為４）とされており、冒頭で述べたように医師
間での診療支援に関するDoctor to Doctor （D to D）、医
師と患者間Doctor to Patient （D to P）、医師が遠方から
看護師に指導するDoctor to Nurse （D to N）、遠隔地から
健康状態のモニタリングや保健指導を行う遠隔看護（テレ

ナーシング）等様々な実践がなされている12）。また、昨今
の新型コロナウイルス感染症の感染拡大を踏まえ、「新型
コロナウイルス感染症緊急経済対策」９）において、非常時
の対応として、初診も含めたオンライン診療や服薬指導、
FAX等を用いた処方箋情報の薬局への送付が可能となっ
た９）。地域差があるものの、全国で2割弱 （約17,000件）の
医療機関が情報通信機器（ICT）を用いた診療を実施でき
るとして登録されており13）、全国的に遠隔医療への取り組
みは加速していくと考える。

本研究の結果、看護領域においても、情報通信機器
（ICT）を用いることで情報不足による訪問看護師の不安
の解消や看護師間の意思統一に寄与していたことが挙げ
られており、在宅看護における遠隔医療の実用性が示され
ていた。さらに、亀井によると、遠隔地にいながらにして、
在宅療養者の健康状態の増悪兆候を早期に看護師がとら
え、看護・保健指導を提供することにより、増悪を回避す
ることができた６）との報告もあった。このように、在宅看
護における遠隔医療の実践は、より幅広い分野で多様に展
開されていくことが予測され、看護教育における遠隔医療
への理解や教育は重要であると考えた。
3．在宅看護における遠隔医療の有効性と課題

在宅看護における遠隔医療の有効性に関する記述を分
析した結果、情報通信機器（ICT）を活用した総合的な在
宅医療ケアシステムの構築により、療養者の生活に合わせ
た効果的な情報共有が可能であることが明らかとなった。
また、遠隔医療の特性を活かし、患者・家族、医療機関、訪
問看護ステーション、行政など療養支援者間の情報を随時
共有することで、多職種連携の効率化が円滑に図れること
から、患者・家族や療養支援者間双方の安心感につながっ
ていた。さらに、情報通信機器（ICT）を活用した遠隔コ
ミュニケーションによる看護観察や看護相談、保健指導と
いった取り組みは、専門家からの支援が得られるだけでな
く、療養者や家族以外のそれに携わる訪問看護師等の支援
者にとっても知識の獲得手段として有効であり、さらなる
知識を習得したい16）という教育的効果が示されていた。よ
って、これらの在宅看護における遠隔医療の取り組みが、
結果的に在宅医療の質の向上につながっていくと考える。

梅田らは、医療従事者の負担には、専門的な知識・技術
を提供する専門的負担と、書類作成・入力などの医療情報
を共有する為の専門外的負担があると述べており14）、これ
までに事務作業の効率化と情報共有とができる業務支援
システムを構築している。また、高橋らは、訪問看護の現
場では、適切なケアを実施するために訪問看護師間で情報
共有を行う必要があり、データ共有に時間を要することが
現場の看護師の負担となっていることを報告している15）。
これらの負担を軽減するための情報共有システムの開発
により、個別性の高いケアを行う際の情報不足による不安
解消、訪問看護師間の意思統一に有用であることが報告さ
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れていた15）。
一方、在宅看護における遠隔医療の課題に関する記述を

分析した結果、医療用語の入力やデータ入力の種類など使
用者の目的に合わせた利便性を兼ね備えたシステムの構
築とともに、多様な診療・看護・介護を受けている在宅療
養者の特徴に配慮した一貫性のあるシステムを多機関と
連携して構築していく必要性が示された。同時に、構築し
たシステム情報の安全管理や盗難、不正利用の防止、守秘
義務の遵守といった安全管理の徹底と遠隔医療を担う医
療スタッフに対する教育支援が課題であることが明らか
となった。また、緊急性の判断などに課題が示されたため、
ケア手順書やガイドライン作成等、緊急時を想定した効果
的な活用方法を検討していく必要があると考える。さら
に、遠隔医療を推進するにあたっては設備投資などの経済
的な負担が大きいことから、長谷川の報告にあるように、
地域包括ケアと同様に地域での研究振興策・事業振興
策・設備導入支援策などを構想し17）、地域レベルにおける
多職種でのコミュニケーションと行政からのきめ細かい
支援が重要であると考える。

また、亀井らによると、今後、訪問看護や医師不足の地
域、独居高齢者の見守り支援等においての遠隔医療を積極
的に導入することに加え、利用者のニーズに合った迅速な
ケアのための遠隔医療へと発展するための検討が必要で
あり18）、急速に発展する在宅看護における遠隔医療に対し
て、実践者へ向けた教育が重要になると考える。よって、地
域の多職種で連携できるシステムの活用方法に加え、遠隔
医療における安全管理や地域医療の要として療養者と医
療をつなぐ幅広い看護の視点を実践者へ教授していく必
要性が示唆された。

Ⅵ．本研究の限界と今後の課題

本研究では，2010年から2020年に発行された在宅看護に
おける遠隔医療の論文を対象としたが、新型コロナウイル
ス感染症による研究活動への影響は否めない。

今後の課題として、地域特性に応じた具体的な遠隔医療
の活用と看護教育への実践をさらに継続して検討してい
く必要がある。
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